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　最近の産業革命研究は，従来の社会的弊害（social
evil）を指摘した古典的理解の方向に対して，産業革
命を技術革新（innovation）そのものとして把握しよ
うとする傾向がつよくなっている。なかでも近代的理
論経済学と経済史とを結合しようとするシュムペータ
ー（J・A・Schumpeter）やロストウ（W．　W．　Rostow）
などの経済成長の段階理論は，産業革命を近代社会へ
の歴史的発展としてとらえようとするユニークなもの
である。ロストウは，産業革命を生産方法における急
激な変化と直接結びついて，比較的短期間に決定的な
結果をもたらす経済的な「離陸（take－off）」であると
規定する。そして「離陸によって生みだされた経済と
社会とにおける巨大な進歩的な構造変革に単なる程度
（degree）の変化ではなくして，質（kind）の変化とみ
るべきである」として，離陸を社会の歴史における決
定的転換期（adecisive　transitiQn）ととらえるのであ
る。このような視点からつぎの5つの成長段階論を展
開する。第1「伝統的社会（the　traditional　society）」
第2「離陸のための先行条件期（the　pre・conditions
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for　take・off」，第3「離陸（the　take－off）」第4「成
熟への前進（the　drive　to　maturity）」，第5「高度大
衆消費時代（the　age　of　high　mass－consumption）」。
この段階論は今までの封建社会から資本主義社会へ，
資本主義における初期資本主義，産業資本主義，独占
資本主義の過程を一面的に図式化したものにすぎな
いo
　さらに，このロストウ理論は，政策的・実践的であ
り，アメリカ資本主義の発展を美化し，理想化しなが
らアメリカの「高度経済成長」政策や「後進国開発」
計画の理論的支柱とさえなっている。最近わが国にお
いても，このような生産関係を無視し，産業水準だけ
で経済発展の諸段階を裁断する工業化＝近代化論が，
理論的・実践的に継受されてきている。とくに，1860
年以降すすめられた技術革新に伴う高度経済成長政策
やその一環としての地域開発論・農業・中小企業の近
代化論のなかに具体的に示されている。
　このように，多くの問題をそれ自身の理論・政策の
なかに残しながらも，ロストウに代表される成長論的
諸理論が，従来の産業革命や経済史学の領域のなかに
新しく提起されてきたのである。とくに経済史の分野
においてロストウに代表される産業革命論の新展開
が，産業革命期の変革に関する従来の国内的視野から
の問題を国際的・世界的視野に拡大しようとする比較
史的問題意識の提起として，注目されている。もちろ
ん，その分析にあたっては，その理論が生産関係・経
済法則を否定した成長論的経済史批判に基づいている
という限定のうえで，従来の経済史に用いえなかった
新しい方法を摂取し，検討すべきであろう。たとえ
ば，ロストウのテイク・オフ概念，ないしそれを基本
的視点とする段階理論は，工業化という観点を媒介と
して伝統的な生活水準論争の現在の混乱を比較史的視
野の拡大によって救済しようとする提言にもかかわら
ず，それが資本主義国に対しても社会主義国に対して
も等しく妥当する概念であり，また過去においても将
来に向っても等しく適用しうる概念であって，いわば
超体制的・超歴史的7C構成されていることである。
　このような見地から，われわれの今後の産業革命の
研究を理論的・実証的に深めていかなければならない
だろう。
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